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背景から 1995 年以降に急速に普及が進み，平成 24 年度末で約 1 億 3 千万台，普及率














































































































































阪神・淡路大震災を引き起こした兵庫県南部地震(M7.2)は，1995 年 1 月 17 日 5 時
46 分，明石海峡付近を震源として発生，神戸-芦屋-西宮-宝塚と連なる都市部及び淡路
島の北淡町・一宮町・津名町などに大きな被害をもたらした．この地震による人的被








 しかし，当時，震災の被災地域に 144 万加入あったといわれる固定電話は，交換機
の故障によって地震当日は約 28 万 5000 回線が不通になった．これは，交換機が備え
ていた蓄電池と，発電機によるバックアップが震災の揺れにより損壊したためである．
加えて，19 万 3000 回線の加入者系ケーブルが家屋の倒壊に伴う切断と火災による焼
失で，長いところでは 1 月末まで利用できなくなった． 
 一方，物理的障害を受けなかった固定電話システムも通信要求の急増により輻輳状
態になったため，一般回線はほとんど使用不可能になった．例えば，神戸市内では最
大で通常時の約 50 倍もの呼が発生した(図 2)．また，通常これらの輻輳は災害の全貌
が判明すると急速に収束に向かうが，阪神・淡路大震災では時間を追うごとに被害が
拡大していったため，全国各地から神戸への輻輳状態が解消したのは 1 月 22 日以降と
なった．これらの背景から，当時行われたアンケート調査(神戸市；700 人，西宮市；









図 2 全国→神戸 ZA(Zone Area)トラヒック状況[4] 
2.2.2 新潟県中越地震 
新潟県中越地震は 2004 年 10 月 23 日 17 時 56 分頃，マグニチュード 6.8，最大震度
7，新潟県中越地方を震源として発生した．地震活動はその後，同日 18 時 11 分，18
時 34 分，19 時 45 分，そして 10 月 27 日 10 時 40 分に，最大震度 6 弱または 6 強を観
測する地震が連続するなど，活発な余震活動を伴った．人的被害は死者 46 名，負傷者


































当時，約 35 万件[8]の利用があったが，1 つの伝言につき 30 秒であること，伝言保存期












図 3 新潟県中越地震前後の通信量の推移(NTT ドコモ)[6] 
 
2.2.3 東日本大震災(東北地方太平洋沖地震) 
平成 23 年 3 月 11 日 14 時 46 分，三陸沖を震源とするマグニチュード(M)9.0 の地震








(1923 年)の M7.9 や昭和三陸地震(1933 年)の M8.4 を上回る日本国内観測史上最大であ
るとともに，世界的にみてもスマトラ島沖地震(2004 年)以来の規模で，1900 年以降で
は世界で 4 番目の規模となる． 
 この地震による人的被害は死者 15854 名，行方不明者 3276 名、負傷者 6023 名にも
のぼった．また，復興庁によると、震災後 3 年近く経過した平成 25 年 12 月の時点で，
約 27 万人[9]が避難生活を送っている(ピーク時約 47 万人)．これほど長時間が経過し
たのにもかかわらず，多くの避難者がいるのは，原子力発電所の放射性物質漏えい問
題が大きく影響していると考えられる．住宅被害は，全壊 128874 戸，半壊 245557 戸，
一部破損 679871 戸であった．この他，道路損壊 3918 箇所，橋梁被害 78 箇所，山崖




で約 190 万回線のサービスが影響を受けた[10]．また，図 4 からわかるように，回線が
完全に復旧するまでに数日要した様子が伺える． 
一方，物理的被害を受けなかった固定電話システムでは全国から宮城県内宛に最大
で約 9 倍(図 5)の呼が発生し，阪神・淡路大震災で発生した 50 倍のトラヒックと比較
すると軽微であったが，最大 80%~90%の発信規制(図 6)が 3 月 22 日まで実施された． 




図 5 東日本大震災発生前後の全国から宮城県内への発信呼数の推移[11] 




源の途絶の長期化による非常用電源の枯渇により，通信各社合計で約 2 万 9 千の基地






通信規制が行われたものの最大で 12.6 倍の呼が発生し，輻輳した(図 8)．発信規制は
最大 70~95%の規制(図 9)が実施されたが，それでも最大 12.6 倍の発呼が観測され，規











図 7 東日本大震災における携帯電話基地局の停波局数の推移[10] 
図 8 東日本大震災発生前後の東北地方における発生呼量の推移(NTT ドコモ)[12] 


















一刻を争う 110 番や 119 番等の緊急通報を行えるよう，一般のトラヒックを制御する
仕組みが通信規制である(図 11)．通信規制には基地局側で端末の発信を制限する発信
規制と交換機で被災地域宛の通信を規制する方法が採られている．NTT ドコモの第 3














































図 12 衛星通信の概要[15] 
一方，情報通信機構(NICT)では，地上/衛星共用携帯電話システム(Satellite/Terrestrial 
Integrated Mobile Communication System: STICS)というシステムが検討されている




































図 13  STICS 概念図[18] 








通信時間制限の性能としては，1 セル当たりのチャネル数を 10 とし，呼量を
5.6[erl/cell](通信時間制限を行わないで呼損率が 3%になる状態)から 5 倍の 28[erl/cell]，
10 倍の 56[erl/cell]とした場合，それぞれ 59%，77%になった呼損率が，通信制限時間














































本大震災時の発生呼量(図 8)と，当時の通信状況のアンケート結果(図 15)-(図 17)を基
に，実際の通信要求と再呼数の識別を試みている．アンケートは東日本大震災発生当
日，14 時 46 分から 24 時までの時間帯において，東京 23 区内に居合わせ，携帯電話(含
むスマートフォン)により音声通話を利用した 10代から 60代までの不特定多数の男女
を対象に行われたものである．調査時期は 2011 年 11 月 11 日から 2011 年 11 月 13 日，
サンプル数 100 名である．また，アンケート結果のタイプ 1 は普段よく電話を掛けて
いる相手に対し初めて電話を掛けた時刻を，タイプ 2 は普段は殆ど電話をしない相手




 アンケート結果からわかるように，災害直後にタイプ 1，タイプ 2 に関わらず，通
信要求が急増した様子が伺える．また，発生呼量が最も多い 15 時台に通信要求の内ど
れくらいが再呼したのか(再呼率)を図 15-図 17 から概算すると 0.82 となり，非常に再
呼が多いことが分かった． 
図 14 災害時の通信状況イメージ 
図 15 タイプ 1 における時刻と比率の関係[22] 


















































































携帯電話の普及と災害時における役割について概説した．1995 年 1 月 17 日に発生































































図 19 呼接続フローチャート 
 
3.2.2 サービスエリア構成  
図 20 にサービスエリア構成を示す．サービスエリアはセル半径 1 ㎞で 37 個の正
六角セルにより構成した．また，道路寸断等が発生する大規模災害時では端末はほぼ
移動できないため，端末は静止状態であると仮定した．接続要求はサービスエリア内



























図 20 サービスエリア構成 
 
3.2.3 シミュレーション条件 
各セルのチャネル数は 10 チャネルとし，伝搬損失モデルは ARIB の Vehicular モ
デル[26]を参考とした．基本となる生起呼量は接続損失率が 3%になるよう 5.53[erl/cell]
とし，前述の東日本大震災の例を参考にして，基本生起呼量の 12.6 倍の 69.68[erl/cell]
の呼量を生起させた．保留時間は平均 120 秒の指数分布に従うものとした．また，再
呼間隔は 3～60 秒の一様分布に従うものとし，最大再呼回数は 0～20 回の間で変化
させた． 

















再呼回数に対する再呼数の特性を図 22 に，接続損失率と通信損失率の特性を図 23，
図 24 に示す． 
 図 21 より，呼量を基本生起呼量の 12.6 倍とするために，最大再呼回数の増加に伴
い接続要求数を調節し減少させたため，接続要求数はほぼ一定となる．また，最大再












































図 22 最大再呼回数に対する再呼数特性 
  
 図 23 より，接続損失率は，接続要求数がほぼ一定のためほぼ一定となり，チャネル
数に対して接続要求数が多いため 86.1%と非常に高い値となり，輻輳状態となってい
ることがわかる． 
図 23 最大再呼回数に対する接続損失率特性 
 
























































































































図 25 呼接続フローチャート 
4.2.2 サービスエリア構成 
 図 26 にサービスエリア構成を示す．サービスエリアはビーム半径 100km の，7 個の
六角形セルで構成し，ビーム 1 がカバーする中心の 1 セルのみで呼を発生させた．ビ
ーム 1 のセルが被災地であることを想定し，ビーム 1 の呼数を増加させた．ビーム 1
のチャネルを増加させない場合と，ビーム 1 のチャネルを増加させる場合のシミュレ
ーションを行った． 
































 表 3 に主なシミュレーション条件を示す．衛星システムの使用周波数帯域幅は，
IMT-2000 で 移 動 体 衛 星 通 信 サ ー ビ ス (MSS) に 上 り (1980~2010MHz)/ 下 り
(2170~2200MHz)の各 30MHz が割り当てられているのを踏まえて，30MHz とした．7
つのビームが一つのクラスタを形成させるとして，1 ビーム当たりの帯域幅は約
4.3MHz(30÷7)とした．音声通信を仮定して 1 チャネルの帯域幅は約 10kHz としたの




る場合は，400 チャネルから段階的に最大 2500 チャネルまで変化させた． 
 呼量については，基本生起呼量を，自治体衛星通信システム[27]の例を参考に，呼損
率が 0.1%になるように 353.0[erl/ビーム]とし，前述の東日本大震災の例を参考にして，
基本生起呼量の 12.6 倍の 4447.7[erl/ビーム]の呼量を発生させた．呼の保留時間は平均
120 秒の指数分布に従うものとした．また，再呼間隔 Tr は 3~60 秒の間の一様分布に
従うものとし，最大再呼回数は 0~20 回の間で変化させた． 
 
表 3 主なシミュレーション条件 
 
4.2.3 結果と考察 
 ここでは，4.2.3.1 にビーム 1 のチャネル数を一定とした場合の最大再呼回数に対す
る特性を，4.2.3.2 にビーム 1 のチャネル数を増加させた場合のチャネル数に対する特
性をシミュレーションした結果及び考察を述べる． 
 
4.2.3.1 ビーム 1 のチャネル数を一定とした場合 
最大再呼回数に対する接続要求数と通信要求数及び最終的に接続が成功した接続成
功数の特性を図 27 に，最大再呼回数に対する再呼数の特性を図 28 に，接続損失率と
通信損失率の特性を図 29，図 30 に示す． 




















とになるので増加する．特に，最大再呼回数が 5 回までは再呼回数が急激に増加する． 
図 28 最大再呼回数に対する再呼数特性 
図 29 より，接続損失率は，接続要求数がほぼ一定のため，ほぼ一定となり，チャネ

































































































4.2.3.2 ビーム 1 のチャネル数を変動させた場合 
図 31 にビーム 1 のチャネル数に対する通信要求数特性を，図 32 にビーム 1 のチャネ
ル数に対する接続成功数特性，図 33~図 36 までそれぞれビーム 1 のチャネル数に対す
る接続損失率特性，通信損失率特性，再呼数特性，接続要求数特性を示す．  
 図 31 より，ビーム 1 の呼量は通常時の 12.6 倍で一定になるように通信要求数を調
節したので，最大再呼回数が多くなると通信要求数が減少しているが，ビーム 1 のチ
ャネル数が増加しても通信要求数は変化しない． 
図 31 ビーム 1 のチャネル数に対する通信要求数特性 
 
 図 32 より，接続成功数はビーム 1 のチャネル数が増加するにつれ増加していく． 











































図 33，図 34 より，接続損失率と通信損失率はビーム 1 のチャネルが増加するにつ
れて減少する． 
最大再呼回数が 1 回の時は 400 チャネルから約 6.3 倍の 2500 チャネルまで増加させ
ないと接続損失率が 0 にならないが，最大再呼回数が 10 回の時は 400 チャネルから約
1.8 倍の 700 チャネルで接続損失率を 0 にすることが出来る．同様に，最大再呼回数が
1 回の時は 400 チャネルから約 5.9 倍の 2350 チャネルまで増加させないと通信損失率
は 0 にならないが，最大再呼回数が 10 回の時は約 1.8 倍の 700 チャネルで通信損失率
を 0 にすることが出来る．この様に，最大再呼回数が多い程，少ないチャネル数の増
加で接続損失率や通信損失率を 0 にすることが出来る． 
 
 
図 33 ビーム 1 のチャネル数に対する接続損失率特性 
 










































 図 35，図 36 より，システムへの負荷となる再呼数や接続要求数についても最大再
呼回数が多い程，少ないチャネル数の増加で少なくなることがわかる． 
 
図 35 ビーム 1 のチャネル数に対する再呼数特性 














































































































図 37 再呼モデル 
 
 図 38 に各再呼確率モデルの再呼回数に対する累積確率の推移を示す．マルコフ過程
モデルにおいては再呼回数に関係なく一定の確率で再呼を行うため，再呼回数が増加
するにつれてその確率は幾何級数的に減少する．一方，提案の段階変動モデルは，初
めに再呼する確率は高く(α=0.82)，2 回目以降 5 回目までは必ず再呼する(α=1.0)．そ
して，6 回目から半分以上減少し(α=0.3，0.4)，11 回目からはほとんど再呼しない(α
=0.1)ものとした．これは，大規模災害時ではほとんどの人が 5 回位までは再呼し続け
るが，6 回目以上になると再呼を半分以上の人が諦め，連続して 10 回以上再呼をする
人は，ほとんどいないのではないかと考えたためである． 
 













































表 4 に主なシミュレーション条件を示す．システムのチャネル数は 400 チャネルと
し，基本生起呼量は呼損率が 0.1%になるよう 353.0[erl]とした．東日本大震災時の発
信規制後の発生呼量で，再呼確率が変化した時の特性を調べるため呼量を基本生起呼











各再呼モデルに対する平均接続待ち時間の特性を図 41 に示す． 
 図 39 より，平均再呼回数は再呼確率が増加するにつれ端末が何度も再呼を繰り返す
ことになるので増加する．必ず再呼する再呼確率 1.0 の時と比べ再呼確率 0.9 の時は大
きく減少している．また，再呼確率 0.5 の時に平均再呼回数は約 1 回と再呼が非常に















再呼回数 1回目 2～5回目 6回目 7～10回目 11回目 12回目～
段階変動モデル1α 0.82 1.0 0.3 1.0 0.1 1.0
段階変動モデル2α 0.82 1.0 0.4 1.0 0.1 1.0
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図 39 各再呼確率モデルに対する平均再呼回数 
 




図 40 各再呼確率モデルに対する通信損失率 
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